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平成２３年３月１１日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 取立債権請求事件 

口頭弁論終結の日 平成２３年２月１８日 

 

判     決 

原告     国 

被告     Ｙ株式会社 

       （旧商号 Ｙ株式会社） 

 

主     文 

１ 被告は、原告に対し、３億３７２５万円及びうち２億９５００万円に対する平

成２０年５月２３日から支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

２ 訴訟費用は、被告の負担とする。 

３ この判決は、仮に執行することができる。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

主文１と同旨 

第２ 事案の概要 

１ 事案の骨子 

本件は、国税徴収法（以下「徴収法」という。）に基づく滞納処分として、

滞納会社の被告に対する貸金債権（第三者からの譲受債権）を差し押さえた原

告が、被告に対し、取立権に基づいてその元本、確定利息及び遅延損害金の支

払を求める事案である。 

２ 前提事実 

以下の事実は、いずれも当事者間に争いがないか、文末に掲記した証拠等に
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よって容易に認めることができる（なお、文末に証拠等の掲記がない事実は、

当事者間に争いがない事実である。）。 

（１）原告は、平成２０年７月１７日時点において、岐阜市所在の有限会社Ａ（以

下「滞納会社」という。）に対し、別紙租税債権目録（１）記載のとおり、

既に納期限を経過した平成１９年度の法人税、消費税及び地方消費税の本税

並びに延滞税合計２億１９７８万９１００円の租税債権を有していた（甲２）。

その後、当該租税債権には、平成２０年度の法人税、消費税及び地方消費税

の加算税の租税債権が追加され、原告は、平成２０年８月２０日時点におい

て、滞納会社に対し、別紙租税債権目録（２）記載のとおり合計２億７７２

９万１７００円の租税債権を有していた（甲３）。そして、当該租税債権は、

平成２１年１２月１８日時点において、別紙租税債権目録（３）記載のとお

り合計３億１１１０万４９５７円となっていた（甲４）。 

（２）ところで、Ｂ（以下「Ｂ」という。）は、被告に対し、被告の経営を軌道

に乗せるための運転資金として、平成１６年９月３０日に６５００万円、同

年１０月２８日に８０００万円、同年１１月３０日に５０００万円、同年１

２月３０日に４５００万円、平成１７年１月３０日に３５００万円、同年２

月２８日に２０００万円（以上合計２億９５００万円）をそれぞれ貸し付け

た（以下、併せて「本件貸付け」といい、これによって生じた債権ないし貸

付金を「本件貸金債権」、「本件貸付金」などという。）。 

本件貸付金の返済期限は、貸付けの度に被告が支払のために振り出した約

束手形の支払期日（貸付日から１か月後の日）とされていたが、被告は、当

該支払期日が到来すると、利息を上乗せした額を手形金額とし、当該支払期

日の１か月後の日を支払期日とする新たな約束手形を振り出した上で、支払

期日が到来した約束手形と差し替えることを繰り返していた。 

なお、被告が最後に振り出した約束手形は、平成１８年３月３１日を支払

期日として同年２月２８日に振り出した額面４万８２２５円４９９１円の約
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束手形（以下「本件手形１」という。）と、同年４月３０日を支払期日とし

て同年３月３１日に振り出した額面１５２１万９９６７円の約束手形（以下

「本件手形２」という。）である（甲５、６）。 

（３）Ｂは、平成１８年４月２７日に被告の代表取締役に就任したが、平成２０

年１２月４日に退任するとともに取締役を辞任した（甲５、６）。 

（４）Ｂは、平成２０年４月２５日、自身が代表取締役を務めていた滞納会社に

対し、本件貸金債権のうち元本２億９０００万円及び平成１７年１１月１日

から平成２０年４月３０日まで年６パーセントの割合による利息４４２５万

円に係る部分（以下「本件譲受債権」という。）を譲渡し、同月２５日、被

告に対し、確定日付のある債権譲渡通知を送付した。 

滞納会社は、遅くとも同年５月８日までに、被告に対し、２週間以内に本

件譲受債権の返済を催告した。被告は、同日、滞納会社に対し、本件譲受債

権を現在まで返済していないことは事実であり、返済の意思はあるが、被告

において事業の分割譲渡等が実現するまでは返済できない旨回答し、同月２

２日経過後もその返済をしていない。 

（５）名古屋国税局徴収職員は、平成２０年７月１７日、別紙租税債権目録（１）

記載の租税債権を徴収するため、徴収法６２条に基づき本件譲受債権を差し

押さえ、同日、被告に対し、債権差押通知書を送達した。これにより、原告

は、徴収法６７条１項に基づき、本件譲受債権の取立権を取得した。 

岐阜南税務署長は、同年８月２０日、別紙租税債権目録（２）記載の租税

債権を徴収するため、上記差押処分の執行機関である名古屋国税局長に対し、

本件譲受債権につき徴収法８２条１項に基づき交付要求を行った上で、同年

９月１６日、上記租税債権につき国税通則法４３条３項に基づき徴収を引き

継いだ（甲９、弁論の全趣旨）。 

（６）被告は、名古屋国税局長に対し、平成２０年１２月２日、平成２１年１月

６日、同年２月１２日、同年３月４日、同年４月７日、同年７月９日にそれ
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ぞれ２５万円を、同年１０月２９日に５０万円をそれぞれ支払った（以下「本

件一部弁済」という。）。名古屋国税局長は、上記合計２００万円につき徴

収法１２９条１項に基づき配当を行い、これを別紙租税債権目録（１）記載

の租税債権の一部に充当した。 

３ 本件の争点及びとれに関する当事者双方の主張 

前記前提事実のとおり、本訴請求原因事実はいずれも当事者間に争いがない

か、証拠等によって容易に認められるところ、被告は、Ｂとの間に本件貸金債

権につき返済猶予の合意及び利息請求権を放棄する旨の合意が存在し、それら

の合意を原告にも主張し得るため、原告に対し利息の支払義務はなく、元本に

ついても弁済期は到来しておらず、したがって遅延損害金も発生していない旨

の抗弁を提出してこれを争っており、被告とＢとの間にそれらの合意が存在し

たか否かが本件の争点である。 

（被告の主張） 

（１）Ｂは、遅くとも被告の経営権を掌握していた平成１８年４月までには、被

告が本件貸付金の元金はもとより利息すら約定どおり支払えず、手形の書換

えを繰り返さざるを得ないような厳しい経営状態にあって、事業を分割しそ

の一部を譲渡することで資金を捻出するか、あるいはＢに代わる大口のスポ

ンサーを見つけない限り、本件貸付金の返済が不可能であることを認識して

いた。そのため、Ｂは、被告に返済を求めるよりも自ら被告を経営し、その

企業価値を高めてから本件貸金債権の回収を図ることとして、被告に対し、

少なくとも事業の分割譲渡ないし大口のスポンサーを見つけることにより本

件貸付金の返済が可能になるまでの間、その返済を猶予したのである。 

Ｂは、本件貸付けの際及びその弁済期ごとに、被告から本件貸金債権を回

収するために約束手形の振出しを求め、被告は、平成１６年９月３０日から

平成１８年３月３１日までの間に合計１４回にわたり、その間に発生した利

息額を上乗せした約束手形を振り出したにもかかわらず、同年４月１日以降
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は約束手形を振り出していない。このことは、Ｂが上記のとおり返済を猶予

したことの証左である。 

（２）また、被告は、本件貸付けを受けた後である平成１７年３月から平成１８

年４月までの間に、Ｂに対し、以下のとおり多大な利益を付与したところ、

これは、Ｂからその反対給付として、前記のとおり本件貸付金の返済の猶予

を受けるのみならず、利息請求権の放棄を受けるためである。被告がＢから

何ら反対給付を受けることなく、かかる多大な利益を付与することはおよそ

考えられない。 

ア 本件貸付けを保証していたＣは、平成１７年３月５日、Ｂに対し、自身

が代表を務める株式会社Ｄ（以下「Ｄ」という。）名義で保有していた被

告の株式４万２８００株（総発行株式総数の７９．２６パーセント相当。

以下「本件担保株式」という。）を本件貸金債権の譲渡担保として差し入

れた（乙１ないし３）。 

Ｂが平成１６年８月３０日に１株７万円で被告の株式を購入しているこ

と、ＤＣＦ方式による株価算定（乙１１）によると同年７月時点で１株１

１万９６７７円の価値があったことからすると、被告の株式は平成１７年

３月時点でも相当の価値があったものと考えられる。 

イ 被告は、平成１７年７月１９日、Ｂが代表を務める株式会社Ｅ（以下「Ｅ」

という。）との間で、被告が製造し又は第三者に製造委託した防錆剤を国

内で独占的に販売する権利（総販売代理店権限）を無償で付与する旨を合

意し、また、それに先立つ同年５月１９日、Ｄ及びＥとの間で、本件貸付

けの対価として、ＤがＥに対して上記防錆剤の製造にとって必要不可欠な

特定シリコンを供給する旨を合意した（乙４、５。以下、併せて「総販売

代理店契約」という。）。 

上記防錆剤は多数の発注を受けている商品であり、その販売による総販

売代理店の利益は少なくとも年間１億円ないし２億円と見込まれていたこ
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とからすると、Ｂは、総販売代理店契約により多額の利益を得たといえる。

このことは、平成２０年３月３１日に総販売代理店契約を合意解除したこ

との対価として、被告がＢに対し、同年４月から平成２１年３月までの間

に６２８万６１４０円もの金員を支払ったことからも明らかである。 

ウ 被告においては、平成１８年１月５日及び同月１１日開催の臨時取締役

会において、Ｂが被告の経営権を掌握することが議題とされた後（乙６、

７）、同年４月２７日開催の株主総会において、取締役にＢ及びＢ派の者

が就任し、取締役の多数をＢ派が占めることになり（乙８）、さらに、同

日開催の取締役会において、Ｂが代表取締役に就任した（乙９）。 

Ｂは、その時点で上記アのとおり被告の株式の約８０パーセントを保有

していたことから、これらによりＢに対する完全な経営権の譲渡が行われ

たといえる。 

（３）被告は、平成１８年４月以降、実際に化成品事業部の資金調達のための業

務委託や半導体事業部の事業譲渡に向けた交渉を行っており、Ｂも、それら

が実現すれば本件貸付金の返済資金の調達が可能となることを認識していた。 

なお、被告は、同年６月１７日にＥとの間で、被告がＢからの借入金につ

き利息を付して返済する旨記載した念書（甲６添付資料７。以下「本件念書」

という。）を作成しているが、これは、当時被告代表者であったＦ（以下「Ｆ」

という。）が、Ｂから上記交渉に必要な書類だと言われて便宜上書かされた

ものにすぎない。Ｂは、上記交渉の相手方に不安感を抱かせないために、本

件念書に債権額や利率を明示しなかったのであり、かかる事実は、Ｂに本件

貸付金の利息まで取り立てたり、即時に全額の返済を求めたりする意思がな

かったことを示すものである（なお、上記交渉の過程で、ＢからＦに対し、

本件貸付金の元本のみ返済してくれればよいとの発言もされている。）。 

（４）以上のとおり、Ｂは、被告が厳しい経営状態にあることを考慮し、また、

被告から多大な利益を付与された対価として、平成１８年４月１日頃、被告
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との間で、黙示的に本件貸付金の返済を猶予し（以下「本件猶予合意」とい

う。）、また、その利息請求権を放棄する旨（以下「本件放棄合意」といい、

本件猶予合意と併せて「本件各合意」という。）をそれぞれ合意したもので

ある。そして、そうである以上、本件一部弁済が本件貸付金の元本の返済と

して支払われたものであることは明らかである。 

（原告の主張） 

（１）被告は、平成１８年４月１日頃に黙示的に本件各合意がされた旨主張する

もののようである。 

しかしながら、Ｂ及びＦの名古屋国税局財務事務官（以下「国税担当者」

という。）に対する供述によると、Ｂと被告は、被告が本件貸付金につき少

なくとも月３パーセントの利息を支払う旨合意していたことになるととろ、

被告が作成した書面（甲６添付資料２）によると、本件手形２は本件手形１

に対する月３パーセントの利息の支払のために振り出されたものであるから、

当該書面が作成された平成１８年３月３０日時点においても、被告とＢは、

被告が月３パーセントの利息を支払うことで合意していたことが明らかであ

る。また、同年６月１７日付けで作成された本件念書には返済期限や利率に

ついては何ら記載がないのであるから、従前どおり返済期限を貸付日から１

か月後の日とし、利率は月３パーセントとする旨を合意していたものと認め

られる。そして、Ｂは、平成２０年４月２５日に、滞納会社に対し、本件貸

金債権の利息を含めた部分を譲渡し、その旨を被告に通知したものである（甲

６添付資料４）。 

すなわち、本件貸付けから債権譲渡までの間、本件貸付金の返済期限は、

貸付日から１か月後の日とされた上で本件手形１及び２の満期日まで猶予さ

れてきたものの、その後は猶予されることはなく、また、利息についても、

月３パーセントとされて以降変更されていないのである。 

なお、被告は、上記のような本件貸金債権に関する交捗事項のほか、Ｂ及
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びその他関係者とのやりとりについても契約書や念書等の書面を残している

のであるから（甲７添付資料５、乙４、５）、仮にＢとの間で本件各合意が

されたのであれば、Ｂに対し合意内容の書面化を求めるはずであるし、Ｂも

これを拒絶する理由はない（それまでに被告が振り出した約束手形が差し替

えられていた事実は、返還を猶予する旨の合意をした場合には書面化してい

たことの証左である。）。そうであるにもかかわらず、本件各合意が書面化

されていない事実は、かかる合意が存在しないことを示すものであるといえ

る。 

（２）これに対し、被告は、Ｂが本件貸付金の返済ないし約束手形の差し替えを

求めなかったことが本件各合意がされたことの証左である旨主張する。 

確かに、Ｂは、被告の経営状態が悪<、返済能力も乏しかったことから、や

むを得ず直ちには本件貸付金の返済を求めなかったと推測されるものの、他

方で、被告の代表取締役に就任することによって積極的にその回収を図ろう

としていたことがうかがえるのであり、期限を付して返済を猶予する旨の黙

示の合意をしたとまでは到底認められない。しかも、被告の主張するような

あいまいな期限にかからしめることは、その返済を受けることを予定しない

のと同視し得るものであり、そのような対応をとることは通常の経済取引か

らしても想定し難い。よって、Ｂが本件貸付金の返済を求めなかったことは、

本件各合意の存在を裏付けるものではない。 

また、被告としては、本件手形１及び２の支払期日が経過した後にＢから

それらの手形を提示されれば直ちに支払に応じなければならないという極め

て不安定な地位に置かれることになるのであるから、仮に本件猶予合意があ

ったのであれば、予期せぬ手形の提示を防止するためにも、被告の方から手

形の返還、支払金額の減額、支払期限の延期等を求めるのが理にかなうもの

であるから、本件手形１及び２の差し替えがされていないことも、本件各合

意の存在を裏付けるものではない。 
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（３）さらに、被告は、本件各合意をするためにＢに対し多大な利益を付与した

旨主張するが、以下のとおり、被告の主張する事実は、いずれも多大な利益

の付与と評価し得るものではなく、Ｂに対する事実上の担保提供か、Ｂによ

る返済請求を食い止めるための便宜の提供といった意味が認められるにすぎ

ない。 

ア 本件担保株式は公開株式でもなく、また、当時Ｂに対する多額の負債を

抱え返済もできない状態にあった被告の株式に換価性がないことは明らか

であるから、本件担保株式の提供により多大な利益が付与されたとは認め

られない。被告が提出する株価算定証明書（乙１１）が前提とする損益計

画は非現実的であって、現実の損益とも大きくかけ離れており、およそ合

理性は認められない。 

イ 総販売代理店契約については、防錆剤の製造販売及び特定シリコンの販

売によって多額の利益が生まれている状況はうかがえないし、Ｅは特定シ

リコンの供給を受け得る地位を自由に譲渡することもできないことからす

れば、当該契約により多大な利益が付与されたとは認められない。被告が

主張する総販売代理店契約を合意解除したことの対価は、本件貸付金に比

してあまりに少額であるし、そもそも当該金員はＥの販売経費を補填する

目的で支払われたものであるから、総販売代理店権限の価値とは無関係で

ある。 

ウ 従前から代表取締役であったＦも引き続き代表取締役に就任しているこ

と、借入金の全額返済等がされたときはＢは役員を辞任することが約され

ていたこと（甲６添付資料７）からすると、Ｂへの完全な経営権の譲護と

は認められず、これをＢに対する多大な利益の付与と認めることはできな

い。 

（４）なお、被告は、本件一部弁済は本件貸付金の元本の返済として支払われた

旨主張するが、他方で、名古屋国税局長に対し提出した債務承認書（甲１２）
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においては、当初譲り受けた利息額から本件一部弁済のうち１２５万円を差

し引いた額を利息債務として承認しているのであり、当該主張は客観的な証

拠と整合していない。 

第３ 争点に対する判断 

１ 被告は、平成１８年４月１日頃、Ｂとの間で、少なくとも事業の分割譲渡な

いし大口のスポンサーを見つけることにより本件貸付金の返済が可能になるま

での間、本件貸付金の返済を猶予するとともに（本件猶予合意）、本件貸付金

の利息の請求権を放棄する旨（本件放棄合意）を黙示的に合意した旨主張し、

その根拠として、①被告は、平成１８年４月１日以降は、Ｂに対し、支払期日

を変更した上で利息額を上乗せした約束手形を振り出していないが、これは、

そのころまでに被告の経営権を掌握していたＢが、被告の厳しい経営状態を認

識した上で、自ら被告を経営しその企業価値を高めてから本件貸金債権の回収

を図ることとしたものであること、②被告は、本件貸付け後にＢに対して多大

な利益を付与したところ、何ら反対給付を受けることなくかかる多大な利益を

付与することは考えられないこと、③被告は、実際に資金調達のための業務委

託や事業譲渡に向けた交渉を行っており、Ｂもそれが実現すれば本件貸付金の

返済資金の調達が可能であることを認識していたことを挙げるもののようであ

る。 

２ しかしながら、上記①については、前記前提事実のとおり、被告が本件貸付

け当初から平成１８年３月３１日までの１年半もの期間にわたり、従前振り出

した約束手形の支払期日が到来する度に、その差し替えとして１か月後の日を

支払期日とする約束手形を振り出すことによって、操り返し明示的な形で返済

の猶予を受けていたことに鑑みると、同年４月１日以降そのような処理がされ

なかったことによって本件手形１及び２につき支払期日を経過することとなっ

た事実は、むしろ黙示的な猶予合意の成立とは相反するものというべきである。 

また、Ｂの国税担当者に対する供述（甲５）や、Ｂは本件貸付金が返済され
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れば被告の役員を辞任することとされていたこと（甲６添付資料７）からする

と、Ｂは、被告に本件貸付金の返済能力がないことを認識した上で、被告の経

営に参加し、その業績を上げた上で本件貸付金の回収を図るべく被告の代表取

締役に就任したことが認められるところ、かかる事実を考慮したとしても、Ｂ

に当面は本件貸付金の返済を求める意思がなかったことは推認されるものの、

被告の主張するような不確定な期限を付した上でその返済を猶予する意思を有

していたとまでは認めるに足りない。 

さらに、被告が平成１８年３月２９日のＢとの合意に基づき、利率を月３パ

ーセントとして算定した利息の支払のために約束手形を振り出すこととして、

同月３１日に本件手形２を振り出したこと（甲６添付資料２）に鑑みると、そ

の翌日頃に当該手形債権を含む過去の利息請求権を放棄し、さらに将来の利息

請求権を生じさせない旨を合意したものとみることは明らかに困難というべき

である。 

３ また、被告の主張する本件各合意の内容は、本件貸付金につき利息を請求し

得ないのみならず、元本についても、被告において返済が可能とならない限り

は請求し得ないとの効果を生じさせるものであることからすれば、上記②のと

おり、Ｂが利益を付与されたことを根拠にかかる合意の存在を認定し得るため

には、当該利益が本件貸付金の元利金の返済を受けたと同視し得る程度の内容

でなければならないものと解される。しかしながら、以下に述べるとおり、本

件全証拠をもってしても、被告が主張する利益が本件猶予合意の根拠となり得

るほどの内容であったとは認められず、本件放棄合意の根拠となり得るほどの

内容であったとも認めるに足りない。 

（１）まず、Ｂが本件担保株式の提供を受けたとの点については、証拠（乙１な

いし３）上かかる事実の存在は認められるものの、当該株式が本件貸金債権

の担保として十分な客観的価値を有していたものと認めるに足りる証拠はな

い（この点、公認会計士作成の株価算定証明書（乙１１）においては、ＤＣ
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Ｆ方式による評価として、平成１６年７月時点で１株１１万９６７７円との

株価が付されているが、その前提となる経宮利益の見積額が１６９０万円（平

成１７年３月期）、６億５４６０万円（平成１８年３月期）、３４億５８３

０万円（平成１９年３月期）と急激に上昇している根拠が一切明らかでなく、

その評価の客観性を認めることはできない。）。 

仮にその点はしばらくおき、Ｂにとっての主観的価値を考えたとしても、

Ｂは、国税担当者に対し、被告の事業の将来性を見込んで平成１６年８月３

０日に１株７万円で被告の株式を購入したが、その後倒産のおそれがあるか

らと依頼され、倒産により株式が紙切れ同然とならないように、同年９月か

ら平成１７年２月までの間に合計２億９５００万円もの貸付けを行い、さら

に、平成１８年４月には、被告に本件貸付金の返済能力がないことを認識し

た上で、その企業価値を高めて本件貸付金を回収すべく代表取締役に就任し

た旨供述していること（甲５）、平成１７年３月期から平成１８年３月期に

かけて、被告の売上高はほぼ半減し、経常利益も約５０００万円減少してマ

イナスとなったこと（甲２１の２及び３）、Ｂは、本件担保株式の提供を受

けて以降、いつでもこれを自己名義に書き換えることによって代物弁済を受

けることができたにもかかわらず、名義書換を行うことなく保有し続けてい

たこと（乙２、弁論の全趣旨）からすると、本件担保株式が提供されたとす

る平成１７年３月ないし本件各合意がされたとする平成１８年４月１日頃の

時点において、Ｂが本件担保株式につき本件貸金債権の担保としての積極的

価値を見出していたとは考えられない。 

（２）また、Ｅが総販売代理店契約を締結したとの点についても、同じく証拠（乙

４、５）上かかる事実は認められるものの、それによって被告が主張すると

おり多額の利益が得られたというのであれば、被告において、当該契約締結

時点ではどのような算定式に基づき、どの程度の経済的利益が見込まれ、そ

の後現にどのような販売実績が得られ、それによってどの程度の経済的利益
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を得られたのかなどの点について、客観的書証に基づき具体的に主張立証す

ることが可能であると解される。しかしながら、被告は、その代表者の陳述

書において、特定シリコンの供給を受ける権利を取得することで実質的に防

錆剤事業を制することとなる旨、被告が開発した防錆剤は国土交通省等から

多数の発注を受けている価値の高い製品である旨、その総販売代理店権限を

保有していれば少なくとも年間１億円から２億円程度の利益が見込まれる旨

を抽象的に述べるのみであって、その裏付けとしては、上記防錆剤に関する

記載があるとする被告のパンフレット（乙１２）及び総販売代理店契約の解

除に伴って被告がＥに対して平成２０年４月から平成２１年３月までの間に

６２８万６１４０円を支払ったことを示す覚書等（乙１５ないし１７。ただ

し、当該金員がいかなる根拠に基づいて支払われたのかは、それらの書証に

よっても判然としない。）を提出するにとどまり、何ら具体的な主張立証を

せず、そのため総販売代理店契約の締結による利益の有無ないし程度は証拠

上明らかにされていない。かかる被告の訴訟対応は、総販売代理店契約の締

結によってはさしたる利益を見込めず、又は、実際にはさしたる利益が上が

らなかったことをうかがわせるものといわざるを得ない。 

（３）なお、被告は、平成１８年４月までに被告の経営権がＢに譲渡されたこと

がＢに対する多大な利益の付与である旨主張するが、証拠（乙６ないし９）

によると、同年１月の取締役会ではＢにつき「実質的な社長」との位置づけ

がされているものの、同年４月の取締役会においては、ＢとＦの両名が代表

取締役に選任され、Ｂが会長、Ｆが社長とされたことに加え、前記のとおり、

Ｂは本件貸付金が返済されれば被告の役員を辞任することとされていたこと

からすれば、Ｂにとって被告の経営への参加はあくまで本件貸付金を回収す

るための一時的な手段にすぎず、かつ、Ｆないし被告もそれを認識していた

ものと解されるから、これを本件各合意の根拠としてのＢに対する利益の付

与と評価することはできない。 
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４ さらに、上記③の資金調達のための交渉を行っていたとの点については、被

告が株式会社Ｇに対し２０億円の調達コンサルティング業務を委託する旨の契

約書が両者間で作成されていること（乙１３）が認められ、被告が名古屋国税

局長に提出した平成２１年２月１９日付け書面（甲１１添付文書）及び被告代

表者の陳述書にもその旨の記載がある。しかしながら、Ｂないし滞納会社に対

して多額の債務を負担していた被告が、その返済資金の調達を図ろうとするこ

とはそもそも当然である上、上記各書面のみによっては、資金調達に向けた交

捗がどのような過程で行われ、どのような形でＢがこれに関与していたかが全

く明らかでない（上記各書面がいずれも平成２０年７月の本件譲受債権の差押

え後に作成されていることからすれば、国税当局による徴収の猶予を受けるた

めに作成された実体のない文書である可能性も否定し得ない。）。そうすると、

上記③についても、本件各合意がされたことの根拠となり得るものではない。 

５ 上記のとおり、被告の主張する根拠によっては、平成１８年４月１日頃に本

件各合意が黙示的に成立したものと認めることはできないところ、さらに、前

記前提事実及び証拠（甲５、６、１１、１２）によると、本件貸付けが開始さ

れてから同年３月３１日に本件手形２が振り出されるまでの間、本件貸付金に

は一貫して利息が計上されていたこと、同年４月以降に作成された本件念書に

も、被告がＢから借りている金銭につき、「金利をつけて返済する」との文言

が存在し、Ｂの被告に対する債権譲渡通知においても、「平成１７年１１月１

日から平成２０年４月３０日まで年６％（法定利息）の割合による利息金４４

２５万円の請求権」が明示的に譲渡の対象とされていること、Ｆは、国税担当

者から利息についてどのように考えているか尋ねられたのに対し、「年６％の

利息を払わないとは言いませんが、その利息を認めるとか認めないとかという

ことについては申し上げられません。」と言葉を濁していたが、その後は、「利

息については…平成１７年１１月１日から完済の日まで、商事法定利息（年

６％）を支払う予定である。」、「返済期限は既に経過していることから、利
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息を含めて、差押権者である国税局へ弁済する意思はある」（甲１１）などと

本件各合意の存在を主張することなく支払意思を示していたこと、被告は、実

際に名古屋国税局長に対し本件一部弁済を行い、また、その一部が利息に充当

されたことを前提とする債務承認書に記名押印していることがそれぞれ認めら

れる。かかる事実からすれば、被告及びＢは、平成１８年４月以降において、

既に本件貸付金につき弁済期を経過しており、少なくとも法定利息を含めてこ

れを直ちに支払う義務があることを認識していたものと解するのが相当である。 

この点、被告は、本件一部弁済は元本充当金として支払った旨主張するが、

上記のとおり証拠（甲１２）に照らして採用できない。また、被告代表者の陳

述書には、本件念書はＢに言われるままに書いたものにすぎない旨の記載があ

るほか、Ｂは当初から利息を請求する気はなかったかのような記載や、Ｂが明

示的に本件各合意の成立を認める発言をしたかのような記載があるが、いずれ

も客観的裏付けを欠くものであって、直ちにその記載内容を信用することはで

きない。 

６ 以上のとおり、平成１８年４月１日頃に被告の主張する本件各合意が黙示的

に成立したものと認めることはできず、被告の抗弁は明らかに失当であるから、

原告の本訴請求は理由があることに帰する。 

よって、主文のとおり判決する。 
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